
本社・工場全景

会社概要 関係会社（子会社・関連会社）2019年3月31日現在

株式の状況・所有者別状況

商 号：山陽特殊製鋼株式会社（Sanyo�Special�Steel�Co.,�Ltd.）

本社所在地：〒672-8677�兵庫県姫路市飾磨区中島3007番地

設 立：1935年（昭和10年）1月11日

代 表 者：代表取締役社長　樋口�眞哉

従 業 員 数：連結6,835名�単体1,334名（就業人員）

資 本 金：53,800百万円

年間売上高：185,818百万円（2018年度実績・連結）

決 算 期：3月31日

事 業 内 容：◦鋼材事業：軸受鋼、機械構造用鋼、ステンレス鋼、耐熱鋼、工具鋼などの各種特殊鋼製品の製造・販売

◦粉末事業：金属粉末・粉末成形品の製造・販売

◦素形材事業：特殊鋼棒鋼・鋼管を素材とする素形材製品の製造・販売

◦その他：情報処理等のサービス提供

発行可能株式数：94,878,400株

発行済株式総数：57,437,307株

上 場 取 引 所：東京証券取引所（市場第一部）

株 主 数：10,923名

大 株 主

日本製鉄株式会社 28,863千株 51.43%�

山陽特殊製鋼共栄会 2,319千株 4.13%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,579千株 2.81%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,473千株 2.62%

日本精工株式会社 1,467千株 2.03%

株式会社三井住友銀行 1,139千株 2.03%

株式会社みずほ銀行 �728千株 1.29%

NORTHERN�TRUST�CO.（AVFC)�RE-HCR00 �725千株 1.29%

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 �621千株 1.10%

DFA�INTL�SMALL�CAP�VALUE�PORTFOLIO �610千株 1.08%

2019年3月31日現在

※株式数は、千株未満を切り捨てて表示しています。
※当社は、自己株式1,212千株を保有していますが、上記大株主からは除外しています。
※日本製鉄株式会社は、2019年4月1日に新日鐵住金株式会社から社名を変更いたしました

12
1
2

3

4
6
7

8

9

5 10

11

①陽鋼物産株式会社
　（大阪府大阪市）
　 特殊鋼製品、製鋼原料、諸資材などの売買

　山特工業株式会社
　（兵庫県姫路市）
　 特殊鋼の加工、機械設備のメンテナンス

　サントクテック株式会社
　（兵庫県姫路市）
　 特殊鋼製品の加工（素形材関係）

　サントクコンピュータサービス株式会社
　（兵庫県姫路市）
　 情報システム構築・運用・コンサルティング

　サントク保障サービス株式会社
　（兵庫県姫路市）
　 警備業、施設管理等のサービス業務

②サントク精研株式会社（東京本部）
　（東京都台東区）
　 特殊鋼製品の加工・販売

③Ovako AB（スウェーデン）
　 特殊鋼製品の製造・販売

④Sanyo Special Steel India Pvt. Ltd.（インド）
　 インドにおける特殊鋼製品の販売等に関わる業務

⑤Mahindra Sanyo Special Steel 
　Pvt. Ltd.（インド）
　 特殊鋼製品の製造・販売

⑥山陽特殊鋼貿易（上海）有限公司
　（SANYO SPECIAL STEEL TRADING 
　（SHANGHAI） CO., LTD.）（中国）
　 中国における特殊鋼製品の販売等に関わる業務

⑦寧波山陽特殊鋼製品有限公司
　（Ningbo Sanyo Special Steel 
　Products Co., Ltd.）（中国）
　 特殊鋼製品の加工・販売（素形材関係）

⑧Siam Sanyo Special Steel 
　Product Co., Ltd.（タイ）
　 特殊鋼製品の加工・販売（素形材関係）

　SKJ Metal Industries Co., Ltd.（タイ）
　 特殊鋼製品の加工・販売

⑨P.T. SANYO SPECIAL STEEL 
　INDONESIA（インドネシア）
　 特殊鋼製品の加工・販売

⑩Sanyo Special Steel 
　Manufacturing de México, 
　S.A. de C.V.　（メキシコ）
　 特殊鋼製品の加工・販売（素形材関係）

⑪Advanced Green 
　Components, LLC（米国）
　 特殊鋼製品の加工（素形材関連）

⑫SANYO SPECIAL 
　STEEL U.S.A., INC.（米国）
　 特殊鋼製品などの輸入・販売
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